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資料３ １／４ 

武蔵村山市公共下水道事業計画（予定） 

 

１ 下水道施設地震対策事業 

 平成２６年度に「下水道総合地震対策計画」を策定し、平成２８年度から３年間かけて、

地域防災計画で指定されている避難所にマンホールトイレを設置（避難所１５か所に５基ず

つ、計７５基整備）する。 

   

 

年  度 事 業 内 容 事 業 費 

平成２８年度 ※実績 

第一小学校 

第七小学校 

第八小学校   各施設５基ずつ 

第一中学校 

第四中学校 

２６，８９２千円 

平成２９年度 ※予算 

第三小学校 

雷塚小学校 

第三中学校   各施設５基ずつ 

第五中学校 

村山学園 

３２，０００千円 

平成３０年度 

第二小学校 

第九小学校 

第十小学校   各施設５基ずつ 

総合体育館 

市民総合センター 

３２，０００千円 

合  計 
 ７２，３９２千円 

 （９０，８９２千円） 

 

 

２ 管渠等整備事業 

 

 

年  度 事 業 内 容 事 業 費 

平成３０年度以降 汚水桝設置工事  ２０か所／年 ８，０００千円／年 
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資料３ ２／４ 

３ 管渠改良事業 

 道路の拡幅、改修工事等を行った場合には、それに合わせて道路に埋設された管渠の撤去、

新設等の改良工事を随時行っていく必要がある。 

 

 

年  度 事 業 内 容 事 業 費 

平成３０年度 

都道第１６２号線（三ツ木交差点） 

拡幅整備事業 
５５，３５８千円 

取付管改良工事  ３，０００千円 

平成３１年度 

都道第５号線（かたくりの湯交差点）

拡幅整備事業 
５３，０５９千円 

取付管改良工事  ３，０００千円 

平成３２年度 取付管改良工事  ３，０００千円 

平成３３年度 取付管改良工事  ３，０００千円 

平成３４年度 取付管改良工事  ３，０００千円 

合  計  １２３，４１７千円 

 

 

４ 施設維持管理事業 

 経年劣化した人孔の足場の付け替えを行う。 

 

 

年  度 事 業 内 容 事 業 費 

平成２８年度 ※実績 三ツ藤住宅内人孔補修工事 ３，１９７千円 

平成２９年度 ※予算 三ツ藤住宅内人孔補修工事 ２，２００千円 

平成３０年度 三ツ藤住宅内人孔補修工事 ８，５３５千円 

合  計  １３，９３２千円 

 

 

５ 雨水整備事業 

 ⑴ 新青梅街道拡幅関係 

都が施行する新青梅街道拡幅に併せて雨水管の整備を行うことにより、事業費の削減及

び新青梅街道沿道の浸水被害対策が図られる。このことから、雨水計画の新規策定（荒川

右岸排水区）及び見直し（多摩川上流排水区）を行う。 
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資料３ ３／４ 

 

年  度 事 業 内 容 事 業 費 

平成３０年度 
残堀川排水区雨水基本設計 ２１，５６７千円 

荒川右岸排水区雨水基本設計 ２７，７２２千円 

平成３１年度 ― ― 

平成３２年度 事業認可申請図書作成 １２，９８４千円 

合  計  ６２，２７３千円 

 

 

 ⑵ 雨水浸透施設等設置補助 

  水環境の保全や雨水の流出抑制を図るため、雨水浸透施設（雨水浸透ます）及び雨水貯

留槽の設置費用の補助を行う。 

 

 

年  度 事 業 内 容 事 業 費 

平成３０年度以降 
浸透桝設置 １，０８８千円／年 

貯留槽設置 １，５７５千円／年 

合  計  ２，６６３千円／年 

 

 

６ 下水道ストックマネジメント計画 

 管渠の標準的な耐用年数は５０年といわれており、市内で最初に整備された管渠は敷設か

ら４０年以上経過している。本市は、昭和４９年度より下水道施設を整備してきたが、整備

から３０年以上経過した施設は、年々老朽化による道路陥没等の可能性も考えられることか

ら、施設の延命のための計画的な更新事業が必要である。 

 敷設から５０年を経過する管渠が更新の時期を迎え、仮に敷設年度に応じて改築更新を行

うと、その事業量及び事業費は年度によって大きく変動してしまう。単年度に多額の改築更

新の予算を確保することは非常に困難であることからも、「下水道ストックマネジメント計

画」を策定し、事業費を平準化した計画的な点検・調査及び管渠の補修・改築を行っていく

必要がある。（第１回検討委員会資料「武蔵村山市下水道プラン」２２ページ参照。） 

 

 ※ストックマネジメントとは 

  下水道事業におけるストックマネジメントとは、下水道事業の役割を踏まえ、持続可能

な下水道事業の実施を図るため、明確な目標を定め、膨大な施設の状況を客観的に把握、

評価し、中長期的な施設の状態を予測しながら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理す

ることをいう。 
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資料３ ４／４ 

 ⑴ 平成３０年度から平成３４年度までの事業計画 

 

 

年  度 事 業 内 容 事 業 費 

平成３０年度 ストックマネジメント計画策定  ５，０９８千円 

平成３１年度 ― ― 

平成３２年度 点検調査 １８，３９６千円 

平成３３年度 

点検調査 １９，７８５千円 

詳細調査 ２１，５３３千円 

管渠清掃  ９，１５０千円 

平成３４年度 

点検調査 ２０，６８２千円 

詳細調査 ２１，１７５千円 

管渠清掃  ８，９３８千円 

合  計 
 ８６，７５７千円 

（１２４，７５７千円） 

 

 

 ⑵ 平成３５年度以降の事業計画 

  資料２参照。 

 

７ その他の主な事業 

 ⑴ 公営企業会計適用推進事業 

  下水道事業特別会計の公営企業会計への移行に向けた基本方針の策定や固定資産調査、

評価、移行業務支援及びシステムの導入を行うもの。なお、法適用は平成３２年４月１日

を予定している。 

 

 

年  度 事 業 内 容 事 業 費 

平成２８年度 ※実績 移行業務支援委託  １，４６０千円 

平成２９年度 ※予算 移行業務支援委託  ４，２０１千円 

平成３０年度 移行業務支援委託・システム導入 １５，８１７千円 

平成３１年度 移行業務支援委託・システム利用  ８，８４８千円 

合  計  ３０，３２６千円 

 

 ⑵ 侵入水対策事業 

  不明水の原因調査と対策を行う。事業費は調査費用として平成３０年度に７，８４１千

円を予定しているが、原因や規模によりその後の対策費用については不明。 


